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序文 
 
 

日本国政府は、モーリタニアイスラム共和国政府の要請に基づき、ヌアクショット首都・

近郊デジタル地図作成調査を実施することを決定し、独立行政法人国際協力機構（JICA）

がこの調査を実施いたしました。 

 

当機構は株式会社パスコとアジア航測株式会社で構成された鶴見英策氏を総括とする調

査団を組織し、これを 2007 年 4 月より 2010 年 4 月にかけて 8 度にわたりモーリタニアに

派遣いたしました。 

 

調査団は、モーリタニア国の住宅・都市・地域開発省や環境省、ヌアクショット市らと

協議を行い、現地調査を通してヌアクショットのデジタル地理データベースを構築すると

ともにモーリタニアの技術職員に対する技術移転を行いました。 

さらに、調査にかかわる様々な関係者からの意見を伺うべく 30 回超えるステークホルダ

ーミーティングを行うほか、調査最終時にデータベース利用普及のためのセミナーを開催

いたしました。その後国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

 

この報告書および地理データベースがヌアクショットの復興と開発に貢献し、あわせて

移転された技術がデータベースの維持管理とデータの頒布に活かされるとともに、両国の

友好・親善の一層の発展に役立つことを願うものです。 

 

終わりに、調査にご協力とご支援いただいたモーリタニア政府の関係各位に対し、心よ

り感謝申し上げます。 

 
 
 

平成 22 年 6 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

経済基盤開発部 

部長  小西 淳文 
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貴機構との業務実施契約に基づき実施しました「モーリタニアイスラム共和国ヌアクシ

ョット首都・近郊デジタル地図作成調査」が完了しましたので、ここに調査報告書を提出

いたします。 

 

本件調査は平成 19 年 4 月より平成 22 年 5 月にかけて株式会社パスコとアジア航測株式

会社よりなる共同企業体が実施したものであり、成果として縮尺 1/20,000 空中写真、縮尺

1/10,000 地形図及びそのデジタルデータ、GIS データベース、GIS モデルシステム等を完成

するとともにモーリタニア国技術職員に対する技術移転を遂行いたしました。 

 

この報告書は 3 年次にわたる全作業とその成果を総括するとともに、これらデータが各

方面で活用されるようその方策についても述べており、ヌアクショットの復興と将来の開

発を支える基礎となるものと確信しております。 
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第１章 概要 
日本国政府はモーリタニア国（以下「モ国」とする）政府の要請を受け、本件「モーリ

タニア国ヌアクショット首都・近郊デジタル地図作成調査」を実施することとし、国際協

力機構（以下「JICA」とする）が 2006 年 12 月にモ国において事前調査を実施し、先方政

府と S/W を締結した。 
本格調査は 2007 年 4 月より 3 年次に分けて実施され、2010 年 5 月に終了した。 
 
１.１ 

１.２ 

調査の目的 
（1） ヌアクショットとその周辺について 1:20,000 カラー空中写真を撮影し、1:10,000 デ

ジタル地形図を作成する。 
（2） デジタル地形図にもとづき都市計画と管理にかかわる GIS モデルシステムを作成

する。 
（3） デジタル地形図作成、データ更新、データ利用に関する技術をモ国 DCIG 等の技術

職員に移転する。 
 

調査地域 
調査地域を次ページに示す。南北最大 69km、東西最大 32km の範囲であり、空中写真撮

影、基準点測量、空中三角測量は全域 2,000km²について行い、1:10,000 地形図作成はその

うちの 1,200km²について行った。 
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撮影地域 

地形図作成地域 

調査地域 
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１.３ 

１.４ 

調査の背景 
（1） ヌアクショットの人口増加 
ヌアクショットの人口は、数 10 年来地方より雇用と生活条件を求めて大量の移住があり

加速度的に増加してきた。多くの移民は街の内外に不法居住区を形成した。この居住区の

給水、下水、ゴミ処理などの公共施設・サービス供給は劣悪である。 
この状態は不衛生、水害等の災害リスクなどの切実な問題を起こしている。さらに、こ

の急速な人口増加は道路交通や公共サービス等の種々の都市問題を起こしている。このた

め、モ国政府とヌアクショット市政府はこれらの問題に対して緊急の対策を求められてい

る。 
 
（2） 都市開発計画の策定 
一方、現在のヌアクショットでは新しい都市開発の将来計画や現在実施中の諸事業があ

る。例えば、主要道路のネットワーク形成、新国際空港、リゾート開発などがそれであり、

これらは市における経済活動を刺激する効果が期待される。また、近年の沖合産油は同じ

く経済活動に大きなインパクトを与えると考えられる。 
 
（3） 新しい地理データの必要性 

新しい都市開発事業の計画策定を行うときは、新しい地理データが求められる。地理デ

ータはまた、現在行われている都市開発の事業の遂行とその管理にも必要である。しかし、

ヌアクショットではこのような要求を満たすデータが久しく欠如していた。 
問題の地域をカバーする既存の地図は古く、しかもデジタルではない。有効な地図が無

いため意思決定者や都市計画者にとって課題への取組みが困難であり、彼らは分析や設計

のための新しく詳細なデジタルの地理データの使用を切望していた。この要求に見合わせ

るべく本件地図作成調査は実行され、このほど終了した。 
調査の狙いは、防災、環境保全、都市復興、新都市開発、経済開発と安定化など種々の

観点での問題に対応するときに不可欠のデータを供給することである。 
 

調査地域の概観 
前節で述べたように、大量移住のためヌアクショットの人口は加速度的に増加してきた。

2000 年センサスによれば市の人口は 558,195 人、国人口の 22％。2008 年には推定 80 万人、

現在の比率は 1/3 との説もある。 
地方からの移住の原因は極度の干ばつにあるとされている。地方の住民はほとんどが遊

牧民である。統計局によると全国の遊牧民の比率は 1988 年に 12％だったものが 2000 年に

5.1％と減少した。現在はさらに減少しているものと思われる。 
移住民の多くは街の内外の各地区に制約を受けることなく、めいめいが無秩序にバラッ

クを構え住み着いた。このため良好な都市を整備するうえで難問題をかかえることになっ

た。 
人口増加は以上の問題のほか、地域全体に安全、衛生と健康、雇用、児童教育など種々

の問題を引き起こしている。 
一方、近年のある分野の経済活動が新しいビルや関連施設の建設を活気づけ、これが市
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の中心部の状況に影響を与え、土地利用と環境に急変をもたらしている。 
ヌアクショットの地域は保護も制約も無いままに増加した人口を受け入れるだけの容量

が限られているということに大きな関心が寄せられるべきである。まず、この容量を把握

するため地域の物理的な地理条件を展望し究明することが必要であり、そして種々の視点

で解決法を求めるべきである。 
モ国は西を大西洋の海岸線で限られ、その長さは 600km を超える。全海岸を通じてその

ほとんどを砂浜が占める。そのうちの南半分、Timirit 岬からセネガル川河口までの 400km
は単純な弧形の砂浜が切れ目なく続く。 
海岸に沿ってヌアクショットの北からセネガル川河口まで長い平坦な低地（海岸平野）

が伸びており、 “Aftout essaheli”と呼ばれる。低地は西側を砂浜と並行して延びる浜堤で仕

切られている。浜堤の頂には海岸砂丘が重なり、海抜 10m 未満、低地の高さは-2m から 4m
である。この低地は東側をサハラ砂漠の砂丘地域で限られ、ヌアクショットの市街は低地

と砂丘地域とにまたがり発達している。 
地形学的な形態と地表面の多量の貝殻層とから、この低地は新しい地質時代に浜堤が未

熟だった時代、または、何らかの事変で浜堤が切れた時代にラグーン（潟湖）だったこと

があると推論できる。この低地の特徴は表面に固い不透水性の石膏層があることである。

本件調査地域は乾燥地域に属し、ヌアクショットの年平均降水量は 130mm 未満、地域内に

は定常河川は無い。しかし強い降雨があるとこの低地は浸水しやすく、海面下の場所や表

層物質が不透水性の場所では氾濫水が長く滞留する。最近では 2009 年 9 月に起きている。 
過去にはセネガル川の氾濫水が延長 180kmのAftout essaheliを経てヌアクショットに届き、

水害をもたらしたが、このリスクは 1986、1987 年のダム建設によって最小化した。 
また洪水は高潮時の浜堤決壊によっても起きる。浜堤の切れ目(bréche)で決壊しやすい。こ

の切れ目はコンクリート用の砂・貝殻採掘と砂浜での車走行によって生じたが、今は規制

されており、埋め戻されて植生で止めているところもある。 
決壊危険性の高い bréche は友好港の南側に見られる。本来の滑らかな弧状の砂浜に沿っ

て流れていた沿岸流が、港の突堤の建設後に流れが変わり、突堤の北側では漂砂が堆積し

て広い砂浜を生じ、いっぽう南側では浜が浸食を受けて bréche を生じている。これらの

bréche は地形図上に表示してある。環境省はさっそく本件調査の地形図を使用して本格的調

査と対策検討に取りかかっており、DCIG も会議に参画している。 
以上のほかにヌアクショットには街の辺縁部に砂丘が侵入して来るという問題がある。

これに対しては周囲にグリーンベルトを設ける試みが既になされている。本案件の地形図

では砂丘群を２m 等高線で精密に描くほか、植樹によるグリーンベルトを表示してある。

この防砂対策についても環境省は本件地形図を使用して検討を始めた。 
以上をまとめてこの地域の人間活動と自然条件との関係を模式的に次ページに示す。 
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干ばつ 

 

地方からの移住 

 

急速な人口増加 貧弱な公共サービス

 

不法居住区形成 

 

環境悪化   不衛生な環境

 
 

             都市活動の困難 

 

 

低地                                  洪 水 と 滞 水

 

 

海岸侵食 

              浜堤の決壊 

砂と貝殻の採掘 

 

豪雨 

 

セネガル川の氾濫 

 

砂丘の移動                 市街地への侵入
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ヌアクショット市街 不法居住地区 
 

 

水源からの導水管 

 

給水場とロバ 給水場と給水車 
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西側  

2007 年 2010 年 
南側  

2007 年 2010 年 
北側  

2007 年 2010 年 

ホテル･アルカイマから見る中心街の土地利用変化。 

7 



 

中心街の地形図 

 

建設中の住宅地 中心市街地 
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低地の表面の貝殻 石膏層 
 

 

友好港（中国の援助による） 

 

浜堤と防砂用植生 
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１.５ 

１.６ 

１.７ 

１.８ 

調査の経過 
第 1 年次（2007 年 4 月～2008 年 3 月） 
空中写真撮影、基準点測量、現地調査、空中三角測量、数値図化を計画通り遂行し、満

足すべき成果を得た。なお、基準点測量と現地調査には OJT を兼ねてモ国側の技術職員の

協力を得た。さらに、GIS データとモデルシステム作成のための資料収集と水汲み場などの

現場調査を行った。 
 
第 2 年次（2008 年 5 月～2009 年 3 月） 

数値編集、補測調査、補測編集、記号化、データ構造化、GIS モデルシステム作成を行っ

た。なお、補測調査には OJT を兼ねてモ国側の技術職員の協力を得た。さらに、モ国側へ

の技術移転として空中三角測量とデータ構造化の指導とトレーニングを行った。 
 
第 3 年次（2009 年 5 月～2010 年 5 月） 
地図作成の最終成果品を完成するとともに、残りの技術移転科目をすべて実施した。成

果である地理情報データベースの利用・普及促進を図るため、最終段階にヌアクショット

においてセミナーを開催した。 
調査の経過は 13 ページの“作業の流れ”に示した。「モ」国の政変のため、第２年次と

第３年次作業の当初予定は一部変更された。 
 

カウンターパート機関 
調査の初期段階においてカウンターパート機関は設備・交通省の測量･地図局（DTC）で

あったが、DTC はまもなく政府の組織改変により設備・都市･住宅省に移り、更にまもなく

DTC は地図･地理情報局（DCIG）に改組され、地方分散･国土開発省に属することになった。

2008 年 8 月の政変後、DCIG は住宅･都市･国土開発省に移り現在に至る。したがって現段階

では DCIG がカウンターパート機関である。 
 

調査の構成 
現地における調査は、調査団とモ国側との協力のもとに遂行された。野外作業は団の管

理の下に OJT として DCIG 技術職員によって実施された。成果は後続の国内作業に使用さ

れた。 
 

調整委員会 
第 1 年次に団はモ国側に対してユーザーのニーズを調整し、成果利用を促すための調整

委員会を組織するよう勧告した。DTC は準備委員会を開催し、国家地理情報委員会（CNIG）

の設置に関わる政令案を準備したが、2008 年の政変により作業が中断した。早期に組織し

て会議を開き調査団が説明を行う場を設けるよう提言した。これに対して DCIG は 2010 年

内に発足させるとの意向であった。 
これとは別に、団は有効なデータベースと GIS モデルを作るために政府機関、非政府機

関を訪問し、これら機関のニーズに関わる情報収集に努めた。また、GIS 利用の普及を促す
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ため、GIS モデルシステムを紹介した。 
 
１.９ 

１.１０ 

技術移転 
DCIG 技術職員および他の機関の職員に対して技術移転を行った。移転の科目は対空標識

設置、GPS 測量、水準測量、現地調査、補測調査、空中三角測量、数値図化、数値編集、

データ構造化、記号化であり、第 3 章において詳述する。トレーニングに参加した人数は

延べ 41 名、実数 20 名であった。 
 

最終成果品 
モ国政府に納入された最終成果品は下表の通りである。 

最終成果品目録（モ国納入分のみ） 

 品目 数量 適用 
（1） レポート    

 1）インセプションレポート              英文  10 部 
10 部                                    仏文

  2）インテリムレポート                 英文

                                   仏文

10 部 
10 部 

 3）プログレスレポート                 英文

                                   仏文

10 部 
10 部 

 

   4）ドラフトファイナルレポート 
  メインレポート                  英文

                              仏文

10 部 
10 部 

 

  サマリー                      英文

                                仏文

10 部 
10 部 

 

 5）ファイナルレポート   
   メインレポート                      英文

仏文

10 部 
10 部 

  
  

サマリー                       英文

                              仏文

10 部 
10 部 

 

  CD-ROM 1 セット  
（2） 成果物   

 1）空中写真（1:20,000 カラー）  2,000km2

  原フィルム 1 セット 2ロール 
  数値データ 1 セット 478枚 
  密着写真 1 セット 478枚 
  標定図 1 セット  
 2）基準点測量成果 1 セット 2,000km2

 3）空中三角測量成果 1 セット 2,000km2 463モデル 
 4）数値データファイル 1 セット 1,200km2  DXF、KML、PDF 
 5）GISモデル 1 セット  
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３年次２年次１年次

96 812 6 7 11

年次

年

月 2114 5 6

2007 2008

83 5 3129 10

技
術
移
転

作
業

4

レ
ポ
ー
ト
・
協
議

8 9 17 10 11102 4 75

2009 2010

4 512 21 31 6

国内作業

現地作業

インセプションレポートの説明・協議

仕様協議

技術移転にかかる協議

空中写真取得

関連資料・情報の収集、整理、分析

対空標識設置

空中三角測量 数値図化

標定点測量

水準測量・刺針

数値編集 地形図補測編集

地図記号化

数値データ の構造化

GIS作成

地形図現地補測

数値データ の構造化

GIS作成

データファイルの作成

インテリムレポートの説明・協議 プログレスレポートの説明・協議 ドラフト・ファイナルレポートの説明・協議

数値図化

数値編集

地図記号化

数値データ構造化

GIS作成

データファイルの作成

セミナー現地調査

空中三角測量

数値データ構造化

GIS作成

ファイナルレポートの作成

 
 

作業の流れ 
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